
（１）事業概要 

 県営住宅用地として、当該民有地を県が買い取り（平成３～
６年）、ＰＦＩ事業の導入可能性調査を平成１３年に実施。その
結果、ＰＦＩ事業としての実施の可能性が確認され、県営住宅
を整備しても余剰地が発生する可能性が高く、民間活力によ
る地域との調和が図られた事業提案を期待できることが明ら
かとなった。 

 整備の概要は、県営住宅を核とした住宅市街地の整備と合
わせて、民間の優れた企画力・技術力を活用し、民間施設と
の一体的整備を実施することによって、効率的な整備および
管理を目指した県営住宅の供給を実現する。 

（２）特徴・ポイント 

・広島県で初めてのＰＦＩ法に基づくＰＦＩ事業 

・公営住宅法上で実施する初めてのＰＦＩ事業 

・ＰＦＩ法に基づく県営住宅の整備、宅地造成、余剰地活用の
民間事業者募集等、総合的なＰＰＰ事業として展開 

県営住宅整備と合わせて余剰地の民間活用の一体型ＰＦＩ事業（広島県） 

■事業の主な内容 

項目 内容 

事業名 県営上安住宅整備事業 

発注者 広島県 

事業内容 ・地区全体の土地利用計画 

・宅地造成工事 

・県営住宅第１期分の建設（１１０戸）★ 

・県営住宅の維持・管理★ 

・余剰地部分の民間活用 

上記のうち、★が特定事業として選定 

事業方式 PFI-BTO 

選定事業者 代表構成員：三井物産株式会社中国支社 

構 成 員：合同産業株式会社、社会福祉法人慈光会、株式会社フタバ図書、
株式会社フジタ広島支店（価格・提案内容等を総合的に評価。4者応募） 
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